



｢断絶｣ とともに ｢連続｣ があると指摘されてきた (中村, 1974)｡ ジョンソン (1982) は
中村を引用しつつ, 経済制度の連続性は, 戦時期の官僚が戦後も活躍したという人材面で
の連続性に起因すると主張した｡ 野口・榊原 (1977) も, 金融システムを中心とした戦時
経済体制が人材とともに継承されたという論文を発表し, 後にそれを ｢1940年体制｣ と名
づけた (野口, 1995)｡ ウォルフレン (1990) は, 明治以来の日本の政治経済システムは
第２次世界戦争とその敗北によってむしろ強化されたという｡ 岡崎・奥野 (1993) は, 現
代日本の経済システムを構成する多くのパーツが1930年代から40年代前半にかけて形成さ
れたとしている｡ 岡崎 (1993) は, 戦時期に政治的に推し進められた ｢資本と経営の分離｣
政策は, GHQ 改革によって促進され, 経済同友会内部でも ｢資本と経営の分離｣ に沿っ




しかし ｢総力戦体制論｣ の議論において, 総力戦体制の連続性に関する評価 (価値判断)













林, 2005)｡ 日本の経営学は戦時期に大きな変化を経験し, ドイツの経営学と同様に全体














求めるという課題を設定する｡ その際, 特に資本と経営の分離という問題 (企業体制・企
業統治あるいは資本構造の問題) に配慮しながら論じていくことにする｡ それが日本的経
営に関する重要なヒントを与えていると考えるからだ｡
資本と経営の分離は, 近代の産業関係 (産業に典型的に現れる階級関係) における重大







本稿は, 上田貞次郎, 増地庸次郎, さらに戦後の経営学界に一定の影響を与えることに
なる山本安次郎, 山城章, 高宮晋をとりあげた｡ 紙幅の関係で他の重要な論者は捨象せざ
るをえなかった｡
１ 自由放任の終焉と社会システム均衡論
ケインズの講演 ｢自由放任の終焉｣ (1926) は政治経済学的に挑発的な内容をもつもの
















論やシステム論や人間関係論ではない｡ 彼らはパレート (1916) のファシスト的な社会シ




られた｡ パレートは ｢エリート｣ に社会秩序維持を期待したが, バーナード (1938) やメ
イヨー (1933) は独裁的エリートではなく企業経営者に期待したのだった｡














派を学び, 古典的な自由競争資本主義ではない ｢新自由主義｣ 思想を獲得していった｡ 彼
のいう新自由主義とは, 旧自由主義のように単純な個人の自由 (個人が他の個人や政府の
干渉を免れる) だけを理想とするのではなく, 一人一人の天分を十分に育成させる自由の







な業績を残している｡ 上田 (1913) は ｢出資と経営の分割｣ という現実を重視し, それを
｢企業者職分分割論｣ として理解しようとした｡ 株式会社においては従来一人であった企
業者の役割が株主と経営者に分割されるという考えである｡ その上で, 株主を不活動企業
者, 重役 (経営者) を活動企業者と規定した｡ しかし同時に上田は会社の実権が株主から
重役に移ったと論じているから, 彼は重役企業者説の立場であるとも解釈できる｡ 例えば
彼は大株主と同一視される所有者としての重役と非所有の重役を区別し, 後者は ｢傭重役｣






本版といえる｡ しかし大正デモクラシーはあわただしく過ぎ去った｡ 1932年, リベラル派
の高橋亀吉は 『株式会社亡国論』 を書き, 利潤のみを求める株主の横暴な経営態度を非難
した (岡崎, 1993)｡ 1934年には陸軍省新聞班が ｢国防の本義とその強化の提唱｣ という
小冊子を配布して各方面に衝撃を与えた｡ それは財閥本位の自由主義経済は国民を貧困化





だった (上田, 1980)｡ 1933年の一連の国際会議では, 日本の人口の扶養のためには輸出
産業によるか中国大陸へ進出するかしかないが, われわれは前者の道を選びたいのだと訴
え, その現実的な議論は各国に強い関心を呼び起こしたといわれている｡
しかし日本は中国大陸への進出 (侵略) を回避できなかった｡ ｢戦時経済講話｣ (1938)
は上田が1937年11月20日に行った講演だが, 彼は同年７月の蘆溝橋事件以来の動向を, 日
本国民の歴史に新時代を画す戦争の開始だとしたが, そこにはもはや陸軍を牽制する姿勢
はみられない｡ 上田は ｢我忠勇なる軍隊は海に, 陸に, 空に, あらゆる危難を冒して敵軍
を掃蕩し云々｣ という表現で ｢皇軍｣ の戦歴を賞賛する｡ そして長期戦においては特に経
済財政上の問題が鍵になるから, 統制経済によって全国民の力を合理的に使用しなければ
ならないと主張する｡ 彼は戦時経済における資金, 物資, 人の合理的調達・配置の問題を
熱く語っている｡ しかし同時期に昭和研究会などは戦線の拡大を危惧し近衛首相に対して
積極的に働きかけており (酒井, 1992), この対照性は上田の思想的転換をよく示してい
るように思える｡
1939年に朝日新聞の笠信太郎は 『日本経済の再編成』 を出版し, 統制経済下における生
産力拡充のためには国民経済全体を視野に入れた計画が必要だと訴えた｡ そのためには利
潤追求という企業の自由主義的姿勢には問題があるとし, 企業経営の内部にまで統制が加
えられるべきだとした｡ つまり, 大企業に対して経理統制や生産統制を求め, ｢利益の上
に立つ組織｣ から ｢職能の上に立つ組織｣ への転換を求めたのである｡ その際, 近代的な
大株式会社における株主と経営者との間の職能的分化がその基礎として指摘されているが,











され, 総力戦体制を支える経営学へと傾いていく｡ そして, その転回の軸となったものは
笠が注目した資本と経営の分離＝企業者職分分割論であった｡
３ 増地庸次郎 (1896～1945)
堀越 (1992) によれば, 増地庸治郎は, 経営学の自律性をはかるために経営学の体系化
を試み, いわゆる ｢一橋経営学｣ を成立させ, その学説は今日までわが国において主流的
見解として継承されているという｡ ｢日本経営学｣ の建設者とまで賞賛される増地は, ど
のようにして上田の経営学を転換させ, 戦時経営学を確立していったのか｡
上田 (1925) が経営学の学問的自律性を否定したことは有名である｡ しかしそのことは
経営学を志向する者にとって居心地のよい考えとはいえない｡ 上田はドイツ留学でブレン
ターノに学んだが, ブレンターノはドイツでの私経済学論争において私経済学の自律を否
定する代表的論者だった｡ 上田はその影響を受けて, 商業経営学を (国民) 経済学から独
立した一つの学問とするのは妥当ではないと考えていた (上田, 1925；西沢, 1995, 2007)｡
経営学は国民経済学の部分であり, また ｢営利を目的とする学問があってはならない｣ と











では, 経済性原理の学である経営経済学の研究対象は何か｡ その１つとして, どのよう
な企業形態が経済性原理を最もよく実現できるのかという企業形態論が考えられる｡ では
企業とは何か｡ 増地においては, ｢経営｣ は経済性を目標とする生産単位として超歴史的
に (いかなる体制においても普遍的に) 理解され, ｢企業｣ はこの経営を資本主義的所有
関係 (私有財産制度) が捉えた外部機構として理解される｡ たとえば増地 (1929, 1930)
は, ｢企業は経営経済における所有機構である｣ と定義している｡ 重要なのはいかなる時
代でも否定され得ない ｢経営｣ という実体であり, ｢企業｣ はそれの特定の歴史的な外部




増地の企業形態への関心を示す代表的著作は 『株式会社』 (1937) であろう｡ これは,
バーリ＆ミーンズの研究 (1932) を踏襲したオリジナリティの低い著書だが, ただし株主
の権利縮小と企業支配者の権力増大の傾向が何を意味するかが彼なりに問われている｡
― ―5
まず株式の分散傾向によって, 出資しない少数者 (経営者) へと会社支配権が移行して
いくが, それは経営経済の要求に合致するという｡ 知識のない出資者が経営に関わるより
は, 一切を支配者・経営者に委任して確実な利益の分配を期待した方がいい｡ したがって,
出資者 (株主) が経営に対する発言権を失っても問題はない｡ 専門経営者によって運営さ
れる株式会社は ｢経営経済の要求に合致｣ する企業形態なのである｡
それ以前にも増地 (1930) は株式会社の監査役について述べ, 監査役は従業員の利益や
消費者の利益も考慮すべきであり, そうすることで資本家の代弁者ではなく ｢社会の公人｣




の掠奪の可能性｣ という経営者支配の負の側面を軽視するものである｡ また増地は, アメ
リカ大手企業における株式分散を実証したバーリ＆ミーンズの分析結果と同じ傾向を日本
に見いだしたとするが, しかし同様の調査から逆に所有の少数集中を導き出した他の研究
もあり, 増地の結論は性急だったという反論もある (晴山, 1981)｡
なぜ増地は, 株式会社を経営経済の原則 (経済性) および公益性を実現する企業形態で
あると性急に認めたのか｡ 1930年代は満州などで軍部・革新官僚によって新たな企業形態
が模索される状況であった｡ それに伴い, 増地の企業形態研究はさらに進化していったよ




る｡ また増地 (1944) は, ｢準戦時経済より決戦経済に及ぶ十数年にわたって吾々は企業







して経営学を想定し, ｢経営｣ を経済性追求の歴史貫通的生産単位として位置づけ, その
現象形態として ｢企業｣ を考えた｡ 経済性原理が高度に実現される企業形態を当初は株式




きであった｡ その国家改造にはモデルがあった｡ 満州国である｡ 宮崎正義は満州国建設の
際の鍵となる人物で, 満鉄にいた頃, 総力戦のための準備を画策していた軍人・石原莞爾




新官僚たちと深いつながりをもつエリート官僚であった (小林, 2005)｡ 統制経済の信奉
者であった岸もまた, 戦時生産力の増強のために資本と経営の分離に注目していた｡
上田および増地は東京商科大学で教えていたが, 国家主義的経営学に貢献したのは ｢一
橋経営学｣ だけではなかった｡ 山本安次郎は1927年, 河上肇を慕って京都帝国大学経済学
部に進学し, 西田幾多郎の講義も聴いたというが, 大学院では経営学を専攻する｡ 立命館
大学教員を経て, 満州国の建国大学に勤務したのは1940年だった｡ 建国大学時代に彼は公
社の理論に取り組んだ｡ この頃に西田哲学を真剣に研究する機会をもち ｢開眼｣ したとい
う (山本, 1967)｡
山本が公社の理論に関心をもった理由は何か｡ 京大の学生だった山本に経営学を選択さ
せたのは作田荘一の論文であった (山本, 1977)｡ その作田が山本を建国大学に誘うこと
になる｡ 作田は東京帝国大学を卒業し京都帝国大学の教授を務めたが, 1939年に満州建国
大学副総長 (実質的な責任者) になっている｡ 作田は天皇を中心とし, 臣民が分身として
全一体をなして経済生活を営む ｢皇国経済｣ を主張した (柳沢, 2008)｡ その実現には経
済革新が必要であり, 事業の公営化・国営化に基づく ｢統営経済｣ が必要だとした｡ 国の









ら, 国家と経済は対立関係にならざるをえない｡ この矛盾は, 国家が完全に経済の主体と
なり切る計画経済によって克服されねばならない｡ このような計画経済に適合する企業は
国家的使命を自覚的に遂行する企業であり, 作田に従いそれを公社企業と呼んでいる｡
山本は, 公社企業の特徴を論じる際に資本と経営の分離に言及している｡ 彼は, 企業形
態の発展は所有と経営の分離傾向の発展だとする｡ 株式会社段階では所有と経営の分離は
単に量的であり, 外面的形式的に止まっている｡ しかし公社企業においては所有と経営の




のいう ｢経営｣ と ｢企業｣ の関係に似ている｡ ただ山本の場合には ｢国家｣ が前面に出て
いるのだが, いずれにせよ彼にとって公社は ｢自然の秩序｣ を国家的 ｢意志の秩序｣ に高
めるという画期的な使命を担う理想的企業形態であった｡
このような公社企業論は同時に経営学方法論における ｢コペルニクス的転換｣ を要請し








これに対し, 公社経営論は ｢行為の立場｣ に立つ｡ それは主体的・実践的であり, 具体







る｡ つまり本来, 人間は国家的である｡ ところが資本が企業を支配してきたために人間は








構想するに至った｡ 片岡 (1977) は, ｢まさに山本博士こそは, 経営学を真に一個の学問
と呼ぶに値するものにせんとして, 一貫してそのことに努力を傾けてこられた数少ない学
者の一人であった｣ というが, 確かにその思想は, 国家を後景に退かせながらも, 戦後も
継承されていく｡ 山本 (1964) は, ｢問題を行為的主体存在論的に考えることの必要は今
日いよいよ増大している｣ という｡ 山本 (1975) は, ｢端的に結論をいえば, 現代の経営
政策の目標は, 会社から公社へということである｣ ともいう｡
５ 山城章 (1908～1993)




らず, わが国産業界の発展に対しても大きな影響を与えている｣ とすれば, 戦時期経営学
の主流派の一人として山城をとりあげる価値はある｡
山城 (1940) は, ｢価格統制はわが国現時の戦争経済あるいは統制経済における最も重
要なる問題の一つであり, 統制価格 (広義には公定価格と解しうる) の本質を明らかにす
べきことは, 従って緊要なるわれわれへの課題であると思われる｣ と述べ, 価格統制に関
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する研究の緊急性を指摘している｡ しかし彼は同書第６章 ｢有機的統制価格政策｣ におい
て, 統制経済のもとで個々の企業が完全にその自主性を失うべきではないともいう｡
なぜ企業の自主性が保証されるべきか｡ それは企業形態論と関わる問題だ｡ 山城
(1961) は, 企業形態論に関する最初の論文は1940年の ｢経理統制と新企業形態｣ ( 『化学
工業』 ２月号) であったと振り返っている｡ 翌年の ｢経営の自主性：資本と経営の分離を










ある｡ 資本が経営から分離することで, はじめて ｢経営の共同体化｣ が可能となり, 資本・
経営・労務の一体化が達成されるからだ｡ これまでは ｢特殊の勢力関係｣ が働いて, 分離＝




ない｡ しかし, それでも経営はそれ自体独自の生産生活を営みうる｡ ここにこそ自主経営







いく｡ 山城 (1944) は, 国策会社は株式会社方式を採用するものであるが, しかし決戦経
済の現段階において株式会社方式は根本的に再検討されるべきであり, その資本性の揚棄
が真剣に問われているという｡ 彼は統制された企業形態を ｢新企業形態｣ と呼び, ここに
国策会社の本質があるという｡ 国策会社は, 政治と経済体との有機的結合であり, 純政治
体でもなく, 純経済体でもなく, 両者の中間融合体である｡ 新企業体の諸形態は, 統制会,
国策会社・公社, そして営団・金庫と分類され, この順に経営の自主性が高まり, 資本性
が揚棄されていく｡
｢山城章博士は増地博士の伝統に立ちつつこれを越え, 創造性に富む努力を見せている｣
と山本 (1977) は書いている｡ 日本経営教育学会を創設するなど, 山城は確かに戦後も活




営む ｢生活持続体｣ であり, その目的は生産性であって営利ではないとされる｡ 戦時期の
経営共同体構想の戦後における ｢連続｣ である｡
６ 高宮晋 (1908～1986)




岡本 (1987) によれば, 高宮は東京帝国大学で本位田祥男の経済史のゼミに参加してド
イツ金融資本の形成過程を研究した｡ 経営学に進んだ理由はなにか｡ 経済学は生産関係と
生産力の結合を図る学問だが, 生産関係は時代によって変化してしまう｡ 一方, 生産力は
時代を超えた普遍的要素であるから, 生産力を扱う経営学の方がいいということだった｡
本位田は統制経済を主張する有力な論者であり, 『統制経済の理論』 (1938) において,
｢国民経済を構成する各企業および経営は, 客観的にはその国家の経済活動を担当する機
関である｣ とし, さらに ｢今や主観的にも各企業がその機関性を自覚すべき時代に立ち至っ
た｣ と述べ, 作田の公社論的発想を共有していた｡ ｢序｣ の最後に助手としての高宮に感
謝しているが, 高宮は若い頃から統制経済における国家的生産力拡充という論理に惹かれ
ていたといえる｡




るが, その組織化の一形態として企業集中がある｡ 企業集中という ｢下からの組織化｣ と,
統制経済という ｢上からの組織化｣ との関係などが論じられていくが, その議論展開の軸
は全体経済の生産力の最大化におかれる｡ つまり, 生産力を最大に発揮する企業間関係の
形態としてコンツェルンにいたる ｢下からの組織化｣ ＝企業集中に注目するが, またその
逆に企業集中を促すために ｢上｣ から国家が介入する必要もあるという議論である｡
国民経済の組織化というマクロ次元の議論は, 同時に企業というミクロ次元の議論とセッ
トになっている｡ 『企業集中論』 と同年に発表された ｢企業の動向｣ (1942) では, 企業の
歴史的形態の内奥に宿る本質的なるものをみなければならないとし, 企業の本質は生産力










高宮は ｢企業体制の根本問題｣ (1944) で再度企業の本質について触れているが, 国防
経済の生産力を担う企業は ｢自主的な経済体｣ でなければならないと主張している｡ 彼は,
企業が全体経済 (国民経済) に従属するということは, 本来のわが日本経済の理念に帰る
ことだという｡ ｢日本経済本来の理念は国体に基づく国家主義的協同主義的理念である｡
これは偏に天皇に仕え奉る経済であり, ‶むすび" の経済であり, 和の経済である｣ とし
ているが, この ｢和の経済｣ を達成するためには, 企業は事業一家の理念によって構成さ
れていなければならない｡ つまり, 企業は資本, 経営, 労務の一体化を図り, 家族的共同
体の形成とそれに基づく労務管理を実現しなくてはならない｡ このとき企業は ｢自主的な
経済体｣ となり, 一つの有機的生命体となる｡ 企業は自主的であってはじめて十分に生産







は ｢企業体制｣ (1944) で, 確かに資本と経営の分離問題は重要だが, ｢そのことをもって





高宮 (1961) は戦後, 日本企業の後進性を嘆き, その合理化, 近代化が必要だと主張し
続ける｡ ｢天皇に仕え奉る経済｣ という規範は, 近代的＋現代的経営組織という規範に代
えられてはいるが, その発想は戦時期の彼のものと同一である｡ 国家的生産力の拡充に向
けて個々の企業や業界は絶えず努力しなければならないという戦時期の啓蒙思想 (規範論)
は, 戦後もなお ｢連続｣ して継承されることになった｡
７ 生産力理論との関連および戦後経営学への示唆









し, 次に戦時経営学を ｢生産力理論｣ の論理構造と対比するなかでその特徴を改めて浮き
彫りにし, 最後に戦後経営学への示唆を行う｡
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上田は, 資本と経営の分離を ｢企業者職分分割論｣ として理解した｡ 企業者の役割が株
式会社においては株主と経営者に分割されるに至ったという考えだ｡ その上で, 株主を不
活動企業者, 経営者を活動企業者と規定し, 新しい階級としての経営者に期待した｡ ただ
し, 経営者支配が日本において実現しているとは考えなかった｡
増地は, 経済性を追求する歴史貫通的 ｢経営｣ を資本主義的所有関係が捉えると ｢企業｣
になると考えた｡ 資本と経営の分離によってその所有関係が変化すると, ｢経営｣ という
普遍的実体がより合理的に ｢企業｣ に表現されるようになるとした｡ したがって, 資本と














て企業は ｢自主的な経済体｣ となり, 生産力拡充に貢献できると考えた｡ しかし, 資本と
経営の分離だけでは, 国家に対する企業の生産責任制を速やかに確立できないという焦り
もみられた｡
以上のように, 資本と経営の分離は, 各々の論者の間で微妙な差異はあるにしろ, 生産
力主義, 国家的公共性, 経営共同体という戦時経済体制の構成要素を生み出していく重要
な概念として理解されている｡ 上田, 増地, 山本, 山城, 高宮という叙述の順序は年齢順
であるが, それは同時に戦争経済が深まっていく過程であり, 資本と経営の分離への期待
度の増大およびその超克へという思想的変遷も示している｡
ところで高畠 (1960) によれば, 1940年代になると良心的な文学者や社会科学者にとっ
て ｢転向｣ が当たり前となり, 問題はむしろいかにして転向の装いのもとで抵抗の姿勢を
持続するかにあった｡ この種の偽装転向は, 生産力拡充にとって労働力の保全は合理的で
あるとして, 国家的社会政策を通して労資関係の近代化を図ることを提唱した大河内
(1940) や, 戦時体制を支える非営利的経済倫理 (エートス) の重要性を訴えた大塚
(1944) など, 経済学分野に代表されるであろう｡
大河内の偽装転向を支えた論理は ｢生産力理論｣ であった｡ ｢生産力｣ は時代を超えて
望ましいものであり, かつそれを意識的・計画的に実現する ｢統制経済｣ は社会主義に親
和的な概念であるから, マルクス主義者にとってこの生産力理論は偽装要件をかなり満た




















一方, 生産力理論の経営学バージョンは, ミクロ次元 (個別企業) における生産力を高
めるための企業形態はなにかという経営学的課題をより深く追究する｡ それによれば, 経
済性原理が障害なく純粋に貫徹される場合, 企業は最も合理的な仕組みとしての ‶経営そ
れ自体" の性質をもつようになる｡ 増地を例にとると, 彼はまず経済性原理を純粋に表現
する個別経済を ｢経営｣ として, ｢企業｣ から概念的に区別した｡ ｢経営｣ は経済性を追求
する普遍的実体であり, ｢企業｣ はその実体の現象形態だと理解される｡ 単純化すると,
｢経営｣ は生産性 (生産力) が何ら障害を経験しない純粋な理想的組織であり, それを規
範的目標として現実の諸々の企業形態を評価するという話になる｡
重要なポイントは, 上述の ｢企業｣ から ｢経営｣ への進化の際に, 資本と経営の分離が
重要な役割を演じるという点である｡ ｢経営｣ を ｢企業｣ から概念的に区別するという論
理的操作において, ‶企業経営を株主資本の影響から分離する" ことは有効な手順となる｡
企業経営から階級的利害を排除するのだから, 企業経営は純粋な経済性原理追求媒体へと
一歩近づく｡ つまり, 資本と経営の分離論は ‶経営それ自体" (増地風にいえば ｢経営｣,












態度が維持された｡ ｢事業経営と企業経営の経営主体的統一｣ (山本, 1964), ｢経営自主体｣
(山城, 1961), ｢現代的経営組織｣ (高宮, 1961) などの概念は, いずれも企業がたどり着






(山城, 1976；高宮, 1980)｡ 資本構造 (所有構造) の変化から日本的経営を積極的に論じ
る役割は, 日本経営学の主流とはまったく異なる学問系統から現れることになった (西山,






れたのである｡ 第３に, 資本と経営の分離が最も進んでいるのはアメリカであり, たとえ
戦後日本における財閥解体がその分離を促したとしてもそれは世界的な傾向の１つに過ぎ
ないと判断され, 日本における特殊な現象とは考えなかった｡ 例えば山城 (1947) は, 財
閥解体による資本と経営の分離を ｢企業民主化の国際的要請｣ (序) に還元してしまって
いる｡ しかし現実には資本と経営の分離過程は, 占領軍による革命を経験した日本以外の








ており, それがすぐれていたために成功したのだと説明した (加護野他, 1983)｡
しかしニューウェーブ経営学の問題は, なぜ日本企業はアメリカと異なる適応戦略パター
ンを採用するのかという疑問に十分に答えられない点にある｡ 資本と経営の分離論はこの
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本稿は, 戦前・戦時期における日本の経営学を振り返る｡ ｢戦時経済体制論｣ として一
括される最近の日本近現代史のフレームワークは, 戦時期の日本の経済・経営システムが







This paper reviews wartime management theories in Japan. According to so-called
‶Theory of Wartime Economic Regime" which insists that Japan's post-war socio-
economic systems have borrowed much from the wartime economic regime, we can
find original roots of ‶Japanese Management" also in the wartime systems. Wartime
management theories paid their attentions to the capital structure of Japanese corpo-
rations, in other words the separation of capital from management. This viewpoint is
important because one of the main character of Japanese Management is said to be
its high degree of the separation. In this sense the review of wartime management
theories is worthy enough.
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